
【様式第1号】

自治体名：美郷町

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 42,745,434,211   固定負債 15,002,244,772

    有形固定資産 38,085,603,141     地方債等 11,483,950,568

      事業用資産 21,397,508,299     長期未払金 8,059,869

        土地 5,523,197,728     退職手当引当金 2,301,984,542

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 1,774,478,791     その他 1,208,249,793

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,613,489,404

        建物 42,549,166,126     １年内償還予定地方債等 1,232,731,606

        建物減価償却累計額 -28,928,591,562     未払金 93,944,362

        建物減損損失累計額 -     未払費用 1,945,990

        工作物 1,070,242,051     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -687,730,631     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 182,410,365

        船舶 -     預り金 98,189,430

        船舶減価償却累計額 -     その他 4,267,651

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 16,615,734,176

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 45,911,476,281

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -14,562,021,264

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 66,280,100

        その他減価償却累計額 -29,531,818

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 59,997,514

      インフラ資産 15,562,819,257

        土地 3,129,989,030

        土地減損損失累計額 -

        建物 848,187,918

        建物減価償却累計額 -581,589,093

        建物減損損失累計額 -

        工作物 55,957,071,756

        工作物減価償却累計額 -44,226,302,329

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,952,459

        その他減価償却累計額 -784,884

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 434,294,400

      物品 4,523,882,407

      物品減価償却累計額 -3,398,606,822

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 47,730,495

      ソフトウェア 5,264,638

      その他 42,465,857

    投資その他の資産 4,612,100,575

      投資及び出資金 60,533,632

        有価証券 3,272,632

        出資金 57,261,000

        その他 -

      長期延滞債権 85,027,373

      長期貸付金 56,665,866

      基金 4,411,059,156

        減債基金 -

        その他 4,411,059,156

      その他 195,853

      徴収不能引当金 -6,119,739

  流動資産 5,216,433,765

    現金預金 1,888,321,483

    未収金 130,515,605

    短期貸付金 -

    基金 3,166,042,070

      財政調整基金 2,199,623,070

      減債基金 966,419,000

    棚卸資産 34,222,079

    その他 51,052

    徴収不能引当金 -2,718,524

  繰延資産 3,321,217 純資産合計 31,349,455,017

資産合計 47,965,189,193 負債及び純資産合計 47,965,189,193

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：美郷町

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 20,348,025,118

    業務費用 9,812,314,944

      人件費 3,418,704,053

        職員給与費 2,749,053,475

        賞与等引当金繰入額 44,729,928

        退職手当引当金繰入額 96,375,030

        その他 528,545,620

      物件費等 6,126,275,898

        物件費 3,434,632,630

        維持補修費 596,740,242

        減価償却費 2,064,197,915

        その他 30,705,111

      その他の業務費用 267,334,993

        支払利息 78,173,045

        徴収不能引当金繰入額 8,178,604

        その他 180,983,344

    移転費用 10,535,710,174

      補助金等 6,322,352,931

      社会保障給付 4,199,695,427

      その他 13,661,816

  経常収益 1,596,709,398

    使用料及び手数料 736,436,644

    その他 860,272,754

純経常行政コスト 18,751,315,720

  臨時損失 71,866,494

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 76,524,429

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 80,499

  臨時利益 26,792,912

    資産売却益 24,798,636

    その他 1,994,276

純行政コスト 18,796,389,302



【様式第3号】

自治体名：美郷町

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 31,525,318,767 46,478,500,191 -14,953,181,424 -

  純行政コスト（△） -18,796,389,302 -18,796,389,302 -

  財源 18,773,053,799 18,773,053,799 -

    税収等 12,385,997,090 12,385,997,090 -

    国県等補助金 6,387,056,709 6,387,056,709 -

  本年度差額 -23,335,503 -23,335,503 -

  固定資産等の変動（内部変動） -310,154,996 310,154,996

    有形固定資産等の増加 1,939,381,967 -1,939,381,967

    有形固定資産等の減少 -2,336,295,297 2,336,295,297

    貸付金・基金等の増加 721,490,194 -721,490,194

    貸付金・基金等の減少 -634,731,860 634,731,860

  資産評価差額 -418,364 -418,364

  無償所管換等 93,901,080 93,901,080

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 727,791 -3,288,286 4,016,077 -

  その他 -246,738,754 -347,063,344 100,324,590

  本年度純資産変動額 -175,863,750 -567,023,910 391,160,160 -

本年度末純資産残高 31,349,455,017 45,911,476,281 -14,562,021,264 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：美郷町

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 18,125,739,098

    業務費用支出 7,588,121,539

      人件費支出 3,288,265,981

      物件費等支出 4,053,069,600

      支払利息支出 78,173,045

      その他の支出 168,612,913

    移転費用支出 10,537,617,559

      補助金等支出 6,324,260,317

      社会保障給付支出 4,199,695,427

      その他の支出 13,661,815

  業務収入 19,492,200,355

    税収等収入 12,373,878,689

    国県等補助金収入 5,609,318,430

    使用料及び手数料収入 729,969,264

    その他の収入 779,033,972

  臨時支出 80,499

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 80,499

  臨時収入 373,831,620

業務活動収支 1,740,212,378

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,295,876,069

    公共施設等整備費支出 1,687,071,080

    基金積立金支出 474,484,989

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 134,320,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 943,420,301

    国県等補助金収入 403,118,565

    基金取崩収入 368,920,864

    貸付金元金回収収入 144,838,933

    資産売却収入 25,073,640

    その他の収入 1,468,299

投資活動収支 -1,352,455,768

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,986,105,318

    地方債等償還支出 1,982,812,705

    その他の支出 3,292,613

  財務活動収入 1,825,100,000

    地方債等発行収入 1,825,100,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 83,711,407

本年度歳計外現金増減額 11,008,072

本年度末歳計外現金残高 94,719,479

本年度末現金預金残高 1,888,321,483

財務活動収支 -161,005,318

本年度資金収支額 226,751,292

前年度末資金残高 1,579,553,109

比例連結割合変更に伴う差額 -12,702,397

本年度末資金残高 1,793,602,004
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①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

・出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

③有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しております。

・無形固定資産

　定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金

　過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

・退職給付引当金

　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

・損失補償引当金

　地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っております。 

 

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　税込方式によっております。 

注　記
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